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研究成果の概要（和文）：東日本大震災で被災者のケアを行う支援団体におけるICT活用の実態、課題、そして今後の
大規模災害時求められるICT支援の在り方に関する研究を行った。ハード、ソフトの提供だけではなくニーズに合わせ
たICTサービスの導入や保守に関わる人材の必要性、災害時に官民が一体となってニーズに応じた ICT支援ができるよ
うなマルチセクターネットワーク構築の必要性、支援コーディネート機能の強化にICTを活用する必要性が示された。

研究成果の概要（英文）：This research was to clarify the reality and issues regarding ICT use by support 
organizations that provided disaster relief care during the aftermath of the Great East Japan Earthquake, 
as well as the role of ICT support during future large-scale disaster relief situations. The needs for 
the followings were highlighted: the need not just for provisioning of hardware and software but also for 
introducing ICT services that fit the situational needs, the need for human resources to provide 
technical support, the need to build a multi-sector network that would allow provisioning of necessary 
ICT support possible only by bridging the public/private sector gap and the need to utilize ICT in order 
to enhance support coordination functions.

研究分野： 健康情報学　災害情報学
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１．研究開始当初の背景 
東日本大震災では、発災の直後からインタ

ーネットを活用した情報発信・情報共有が盛
んに行われた。インターネットを通じて家族
や知人の安否確認ができるサイトの公開や、
ネットショッピングサイトを通じて被災者
が必要とする支援物資が送られるなど、阪神
淡路大震災時と比較して格段に効果的なネ
ット活用が行われ、全国の多くの支援者がコ
レラのサービスを活用した。また、ICT に関
連する機器やサービスを提供する各社は、機
器やサービスを避難所や被災者支援団体が
利用できるよう無償で提供した。特に被災地
の高齢者や障害者などの災害弱者の健康支
援・生活支援を継続的に行う支援団体は、こ
れらの機器やサービスの提供を受けること
で、被災者の健康情報や生活に関する情報の
管理、利用可能な地域リソースに関する情報
の管理、コミュニケーション、資金や物資の
獲得と管理、スケジューリング等をスムーズ
にし、より効率的な支援が行えると考えられ
た。しかし、申請者らの予備調査によれば、
現地で継続的な支援活動を行う団体のうち、
PC やネットワーク回線の提供を受け、活用し
たという団体は多かったが、一方でデータベ
ースやスケジューラ等のより高度な情報シ
ステムや、それらのシステムをネットワーク
経由で提供する「クラウドサービス」につい
ては、利用しなかった・できなかったという
団体も散見されており、ICT 関連の機器やサ
ービスのニーズと実際の利用の間のギャッ
プが浮かび上がった。今後起こりえる大規模
災害時の対応には、ICT の活用が必須となる
であろう。従って大規模災害時の被災者支援
において ICT の活用・支援のあり方を明らか
にすることは、被災者の継続的ケアを行う際
の重要な要素となると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、東日本大震災において被災者の
ケアを行う支援団体への調査を行い、被災者
支援団体の ICT 活用の実態を把握し、その効
果と課題を明らかにする。また、被災者支援
団体に対してICT機器／サービスを提供した
企業および団体に対して調査を行い、災害時
の ICT 支援の課題を明らかにする。さらに、
米国の大規模災害におけるICT活用状況との
比較を行う。これらの課題を整理し、被災者
支援団体、ICT 企業、行政関係者等の担う役
割を明確にし、実現可能な ICT 支援のための
協働モデルを構築する 
 
３．研究の方法 
(1) 被災者支援団体のICT活用に関する実態
調査 
福島県・宮城県・岩手県にて継続的に健康支
援・生活支援等の被災者ケアを行っている団
体に対して質問紙調査を実施し、ICT 機器、
インターネット、情報システムの活用内容と
課題について把握する。 

 
(2) 被災者支援団体に対してICT支援を行っ
た企業・団体への調査 
自治体・避難所・被災者支援団体等に対して
ICT 支援を行った企業・団体に対してヒアリ
ング調査を実施し、機器やサービスが期待通
り活用されたか、期待通りでない場合にはど
のような課題があったかについて把握する。 
 
(3) 被災者支援団体のICT活用に関する日米
比較 
日本での被災者支援団体のICT活用における
課題について、米国での事例との比較を行う。
具体的には、2005 年にハリケーンカトリーナ
の被害を受けたルイジアナ州、2008 年にハリ
ケーンアイクの被害を受けたテキサス州を
対象に、被災時にどのような ICT 活用とその
ための支援が行われたかについて、文献調査
および現地でのヒアリング調査を実施し、日
本における取り組みとの類似点、差異、およ
びその理由を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1) 被災者支援団体のICT活用に関する実態
調査 
 東日本大震災で支援活動を実施した団体
がどのようにICTを活用しているかの実態を
把握するため、主として 2011 年 6月頃の ICT
の活用状況についてのアンケート調査をオ
ンラインおよび郵送での質問紙調査にて実
施した。調査の実施期間は 2013 年 2月〜2013
年 4 月、対象とした団体は、東日本大震災支
援全国ネットワーク(JCN)登録団体および
JCN が提供している被災地支援状況マップに
登録されている団体計 1327 のうち、メール
アドレスもしくは住所が判明している 1255
団体である。回答数は 336 件（うち Web での
回答が 165 件、２件は研究者側の瑕疵により
集計に含まず）で回収率は 26.8%であった。 
回答した団体の主な属性は NPO 法人（43.6%）、
法人格なし（25.1%）、一般社団法人(8.4%)で
あった。2011 年度に被災者支援活用に使用し
た活動資金は、500 万円未満が 46.9%、500 万
円以上 1000 万円未満が 21.0%、1000 万円以
上 3000 万円未満が 17.9%であった。支援活動
に利用された主なICT機器はパソコン（新品、
中古）、プリンター、スキャナー、スマート
フォン、モバイルルータであった。また、サ
ービスでは地図情報サービス、クラウド型フ
ァイル保管・共有サービス、遠隔会議サービ
ス、スケジュール共有・調整サービスが多く
活用されていた。仮想サーバやクラウド型デ
ータベースは活用の度合いが低かった。ICT
利用の課題としては、ICT 担当スタッフのス
キルの不足(61.9%)、支援に必要な被災者関
連情報を収集・蓄積するための仕組みの欠如
(59.5%)、ICT スタッフの人数の不足(56.8%)、
一般のスタッフの ICT スキルの不足が顕著
(54.0%)、他の支援団体との情報共有の仕組
みの欠如(52.7%)が挙げられた。ハードウェ



アの不足(40.6%)、ソフトウェアの不足
(42.5%)、インターネット環境の不足(35.6%)
はこれらと比較して大きな課題とは認識さ
れていないことが明らかになった。被災 3県
（岩手、宮城、福島）で支援活動を行ってい
る団体とそれ以外の場所で活動を行ってい
る団体の間には大きな差は見られなかった。 
支援団体の抱える ICT 活用の課題は、ハード
ウェア・ソフトウェアよりも ICT 人材や ICT
スキルトレーニングにあることが明らかに
なった。情報の蓄積や共有のための仕組みへ
のニーズが高いにも関わらず、データベース
サービスが活用されていないことも、スタッ
フのICTスキルの不足していること、またICT
関連の支援がハード・ソフトに集中しスキル
支援が十分でないことに起因するという示
唆が得られた。 
 
(2) 被災者支援団体に対してICT支援を行っ
た企業・団体への調査 
 東日本大震災発災後、自治体および被災者
支援団体に対して ICT支援を行った企業 2社
と 1 団体に対してヒアリング調査を行った。 
 ICT支援を行った企業2社と1団体からは、
緊急支援物資のリストの中にICT関連機器が
含まれてないため、企業／団体から自治体に
対してICT支援を申し入れても拒絶されるケ
ースがあったこと、行政セクターにおいても
民間支援セクターにおいても統一的な窓口
が存在しなかったため、行政や民間支援団体
との連携が困難であったこと、企業が商品と
して提供している OS やソフトウェアパッケ
ージのライセンスを、災害時に支援団体が機
動的に活用できるような仕組みが整ってい
ないことが課題として挙げられた。 
 この結果から、平常時から災害時の ICT 活
用のあり方について各自治体、省庁での共通
認識を作ること、災害時に官民が一体となっ
て被災地のニーズに応じたICT支援ができる
よう平常時からマルチセクターに渡る人材
のネットワーク化を行うこと、支援活動に関
わる主体が機動的にICTを活用できるような
ライセンス体系の整備を行うこと画必要で
あるという考察が得られた。 
 
(3) 被災者支援団体のICT活用に関する日米
比較 
海外における災害時のICT支援に関する調

査を行うため、本研究では米国ルイジアナ州
において 2006 年に米国を襲ったハリケーン
カトリーナ被災時の ICT 支援活動とその課
題に関する調査を行った。ニューオリンズで、
被災者と支援団体のためのWebサイトを構築
した企業の CEO、被災者が家財の保障を受け
るための申請システムを構築した企業の CEO、
ルイジアナ州政府の ICT 部門で被災地の ICT
支援を行った行政官の 3氏に対して、取り組
みの内容と課題についてヒアリングを行っ
た。 
 ハリケーンカトリーナによる被災後、州政

府は ICT 企業からの支援を得ることで、避難
所住人データベースを迅速に構築すること
ができた。また、義捐金の申請や生活再建の
ための各種支援の窓口は、The Road Home と
呼ばれるインターネットを活用したワンス
トップの窓口で提供された。窓口およびコー
ルセンターの構築は、PPP(Public Private 
Partnership: 官民パートナーシップ)事業
として実施された。これらの事例から、東日
本大震災よりも5年前の災害にもかかわらず、
州政府が被災直後から民間との連携により
ICT を積極的に活用していることが明らかに
なった。 
 ヒアリングによれば、ニューオリンズの被
災現場で活動する様々な支援団体は、赤十字
のコーディネーションの元で活動を行った。
赤十字はニューオリンズの災害対策本部の
一部として活動を行い、災害対策本部は赤十
字を通じてどの支援団体がどこでどのよう
な活動に従事しているかをほぼ把握してい
た。これは、ICS(Incident Command System)
と呼ばれる危機対応の標準的プロセスが、行
政の内部だけでなく非営利セクターにおい
ても活用されていたことを示している。しか
しながら、規模も組織体制も異なる、また基
本的には自律的な活動を行うさまざまな支
援団体が、災害対策本部の指揮命令系統にそ
って効果的な活動ができるのかという疑問
が生じる。これについては、支援団体のコー
ディネートに際して、災害対策本部からは支
援の目標（傷病者の移送、食料／物資の配給
等）がそれぞれの支援団体に伝えられ、各支
援団体は現場の状況を把握した上で、その現
場で実施しうる最適なオペレーションを選
択するという裁量を持つという方法が用い
られたということであった。 
 これらのヒアリングから、災害発生時の迅
速な支援体制の整備のためには官民パート
ナーシップが欠かせないこと、また、自律的
に活動する各種支援団体のコーディネーシ
ョンを行う際には、目標管理・権限委譲型の
ICS が機能することについての示唆が得られ
た。 
 
(1)(2)(3)の成果をまとめ、今後の大規模災
害におけるICT支援モデルを構築するための
検討を行った。この検討は、災害支援と ICT
に関する会議等の場でこれまでの研究成果
に関する情報を提供し、有識者の意見を聞く
という形で行った。検討の結果、以下の要素
からなる ICT 支援モデルを得た。 
・ICT 支援・情報支援を専門的に行う中立的
な支援活動主体の設立 
・ICT 支援団体と自治体・企業・災害支援 NPO
との平時からの連携の促進 
・災害時のスムーズな連携を実現するための
ICS(Incident Command System)のあり方の検
討と導入の促進、および ICT を活用した ICS
支援 
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